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氏名：建部 将広 

 

研究要旨：⼤規模災害などでの四肢切断/重度外傷治療患者の発⽣時に患者の治療が速や

かに⾏えるよう、IT技術を⽤い適切な医療リソースを有効に活⽤する医療体制を構築するこ

とが必要となってくる。今回我々は四肢の外傷をターゲットとして実態調査を⾏った。治療

の最初の段階である救急搬送に関して、適切な搬送先決定のために動画アプリケーションの

活⽤による取り組みを⾏った。 

 

はじめに：⾃然災害等の⼤規模災害時は⽇本においては過去においても発⽣し、今後も発⽣

が危惧されている。また、コロナウイルス感染拡⼤などのパンデミック時には医療リソース

が逼迫し、従来以上に適切な医療リソースの配分が必要となることを我々は経験してきた。

救急搬送においては“トリアージ”は不可⽋なものであり、⽇常発⽣している交通事故におい

ても、多発外傷や四肢外傷は治療判断、必要な医療リソースレベルの判断において初期接触

時から⾼度な判断能⼒を要する。患者搬送に関し

て現状は、救急隊と医療機関との電話による状況

報告を基に判断され、重症度に応じて対応可能な

施設に救急搬送され加療されている。つまり、“話

図1 テレトリアージシステム 
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し⾔葉”のみのコミュニケーションで救急搬送先を決定している状況にあり、“オーバートリ

アージ”の傾向になりやすく、⾼次救急病院に搬送先が集中する傾向がある。研究者の専⾨領

域である上肢外傷において、例えばヨーロッパでは⼀定の⼈⼝あたりに基準（24時間対応可

能で並列して2件のマイクロサージャリーが施⾏可能など）を満たすセンター機能病院が整備

され対応しているが、同等の規模・機能を持つ施設は本邦では⾒られない現状にある。コロ

ナ禍で指摘されたように⽇本特有の「ベッド数は多いが病院数も多く、すなわち⼩規模病院

が多数存在する」といった状況は外傷治療にはそぐわない部分が⼤きい。とりわけ、我々が

専⾨としている⼿指の切断などはその⾯が⼤きく、我々はそれに対応するためLTEや5G等の

キャリア回線ネットワークを⽤いた映像を⽤いた救急搬送システムを考案し愛知県内で運⽤

してきた（図1）。救急患者発⽣時から対応施設内での画像（静⽌画）情報を共有し搬送の効

率を改善する試みを開始し⼀定の成果を上げてきた（⽂献1）。 

ただし、これら

のシステムは

（機器操作・ト

ラブルシュー

ティングを含

めた）情報リテラシーが求められる部分が否めず、現場からはより簡易なものをとの声も上

がっていた。それを踏まえ、今回は静⽌画情報から動画情報へと変更し、相互のコミュニケ

静止画による情報共有から 

動画による相互発信・情報共有へ 

図2 動画を用いた社会実装実験 
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ーションが可能なシステムを使⽤して、より現場の主体的な操作が少なくて済む連続撮影を

取り⼊れることよる社会実装研究を⾏うことを計画した（図2）。本研究の⽬的は、現在の救

急の現場における問題点を解決し、⼤規模災害時にも応⽤できる医療リソースの最⼤限の有

効活⽤を可能とするシステム策定を⽬指すことである。 

 

方法：四肢外傷学寄附講座を軸に名古屋

⼤学を中⼼として愛知医科⼤学・安城更

⽣病院をはじめとする、愛知県内の四肢

切断対応連携医療機関の治療ネットワー

クを基本として、既存のシステムに新し

いシステム（Dicaster）を組み合わせて社

会実装を⾏うべく関係部⾨との協議を⾏

った。今まで関連する医療機関と救急隊・

⾏政とは定期的にシンポジウムを開催し

て情報共有し、相互連携を推進しており、社会実装実験を⾏ったうえで患者搬送における問

題点を関係者間で共有し、現状の問題を解決し、さらなる救急搬送の改善を⽬指すこととし

た。今回使⽤するDicasterはNTTDocomoにより開発されたシステムであり、スマートフォン

にアプリを導⼊し、それを利⽤するものとなっている（図3,4）。最⼤の特徴は遠隔操作による

情報の共有であり、現場の救急隊員がインターネットの操作に習熟していなくても動画によ

図4 Dicasterの機能・遠隔操作 

図3 Dicasterの概要 
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る運⽤が可能な点にある。社会実装実験に当たり、

関連法規の確認と運⽤について関連する官庁との

相談を⾏い、トライアルの形で導⼊を進め・検証し

た。それに向け、まずは試験運⽤について、模擬患

者を設定し、救急搬送先決定まで、シナリオ形式で

実際の機器を⽤いて⾏った。試験運⽤の結果を受

け、実際に救急現場での応⽤・社会実装実験を愛知

県新城市消防本部と協⼒し、その主たる搬送先の医療機関である豊川市⺠病院・豊橋市⺠病

院とその地域の切断指トリアージ対応医療機関安城更⽣病院と協⼒し、動画を⽤いたアプリ

ケーションによる救急搬送の円滑化が進められるか、実際の救急の現場での運⽤を⼀年間に

わたり⾏った。 

並⾏して名古屋市消防局が導⼊を開始したLINE WORKS（図5）を⽤い、救急搬送に実際に使

⽤して検証を⾏った。LINE WORKSは、広く通信アプリケーションとして⽤いられているLINE

と同様の操作体系が使⽤されているビジネス⽤のアプリケーションとなっている。双⽅向性

の動画による情報共有が可能であり、以前から⽤いていたE-mailによる静⽌画での情報共有

と動画による情報共有による⽐較検討を⾏った。 

これらのシステムの運⽤を⾏う⼀⽅で救急隊・⾏政および医療関係者を対象に四肢切断救急

搬送シンポジウムを開催し、情報の共有と今後の課題についての検討を⾏った。 

図5 LINE WORKSの概略   
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なお、四肢外傷でも⾎⾏再建や軟部組織再建を要するGustilo分類３B/3Cといった患者が、実

際にどのような頻度で発⽣しているかの情報は乏しい現状にある。実際に必要な医療リソー

スを適切に評価する⽬的で、四肢外傷の発⽣頻度を含む実態調査を名古屋⼤学整形外科教室

の関連施設を中⼼に⾏った。 
 

結果 

DiCasterを⽤いた試験運⽤には救急搬送の現場

を想定したシナリオを作成して⾏った（図６，

７）。⼈の⼿のモデルを使⽤しアプリケーショ

ンを⽤いて遠隔操作から画像（動画）の共有）を

⾏い救急搬送先決定までの⼀連の流れを検討し

た。実際に名古屋⼤学医学部附属病院敷地内で、

携帯電話ネットワークを介して通信・アプリケー

ションを⽤いた結果、2分前後で映像情報のやり取

りが可能であり、Emailを介しての情報伝達よりも速やかに⾏えると推測された（図8,9）。 

 

図6 試験運用のシナリオ 

図7 試験運用での実際 

図8 試験運用での実際 図9 試験運用での実際 

- 43 -



2022年度 交通事故医療特定研究助成 研究報告書 

－ 6 － 

DiCasterアプリケーション内でも⾳声の

やり取りは可能であるが、標準的な携帯

電話での通話との組み合わせでも⾏い、

携帯電話とアプリケーションの組み合わ

せにより、1分30秒ほどで情報の共有から

救急搬送先決定までのプロセスが可能

であることの確認は取れていた（図10）。

実際にトライアルに参加した医師から

の評価を⽰す（図11）。なお、アプリケー

ション内の⾳声通話には良好な通信環

境が担保され、かつ双⽅が操作に習熟する必要があることが判明した。映像の質に関しては救急

搬送先決定においては⼗分なクオリティーがあることが判明した。また、遠隔操作から動画の確

認までにも⼗分な品質が確保されていることを確認できた。アプリケーションの仕様から情報の

発信位置もGPS信号により確認できることができていた。実際に操作に当たって、運⽤する上で

は問題ないとの返答を得ていた。 

実際の救急現場での運⽤：切断肢による救急搬送先決定について、本シ

ステムを⽤いてトリアージが⾏われたのは⼀例のみ（図12）であった

が、動画による情報共有はスムーズに⾏うことが可能であった。 

 

図10 試験運用における時間 

図11 試験運用での各医師からの評価 

図12 DiCasterによるトリアージの実際 
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LINE WORKSによる社会実装実験：名古屋市消防局との連携（図13） 

これまでのメールを基にしたインタラクティ

ブ テ レ ト リ ア ー ジ に 変 わ る Video-based 

teletriageとして実際の救急搬送患者に使⽤し

評価した。実際の映像は図14に⽰すとおりで

ある。動画を⽤いた症例は5例であり、詳細な

検討は今後症例数を重ねて再度報告する予定

ではあるが、現時点で静⽌画を⽤いたものと

の⽐較では搬送先決定までの時間の短縮に役

⽴つものと結果であった（図15）。医師及び

救急隊へのアンケート調査では図16,17に⽰

すような結果となっていた。映像のクオリテ

ィーについては判断材料としては問題ない

が、画像を端末に保持する仕様にはなっていないため、搬送から⼿術といった、医療機関内

での情報の共有⽅法は今後の課題と考える。またアプリケーション並びにスマートフォンの

仕様により、スピーカーを⽤いての会話となるため、医療機関側と救急隊との会話は患者サ

イドにはそのまま聞こえることになり、その点においては運⽤に注意が必要と考えられた。 

図13 LINE WORKSによる社会実装実験の実際 

図14 LINE WORKSの実際の映像 

図15 LINE WORKSによる動画導入の結果 
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四肢切断救急搬送シンポジウム（第4回）コロナ禍となる前に⾏っていた救急隊・⾏政と医療機関

を対象としていた四肢切断患者救急搬送シンポジウムを開催した。コロナ禍となってから指摘さ

れていた⽇本の救急医療における問題点、それは病床数としては多いものの⼤規模な施設がなく、

⼩規模な病院が多いという点に要約されることから、四肢切断への対応も同様であり、「センター

化」が必要となることを念頭にテーマとした。医師の働き⽅改⾰が本格的に施⾏されることも念

頭に置き、四肢切断に加えて開放⾻折を含めた四肢外傷にもフォーカスを当てたシンポジウムと

して開催している。また、⼿指切断テレトリアージシステムが名古屋市で試験導⼊されてから10

年の節⽬でもあり、そのデータの蓄積をどのように将来活かしていくかを踏まえ、これまでの画

像を⽤いたシステムの実態について医師及び救急隊へのアンケート結果について報告していただ

いた。そして、四肢外傷については外部より講師を招聘し、外傷センター設⽴につながることを

広く医療機関と⾏政・救急隊と議論した。  

 

 

図16 医師からのアンケート結果 図17 救急隊からのアンケート結果 
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実態調査 

開放⾻折の疫学研究としては⾻折治療学会

主体のDOTJ（Database of Orthopaedic Trauma 

by JSFR）が始動している（⽂献2）が、地域

ごとのまとまった疫学的調査は少ない。発⽣

率・近年の状況や搬送状況を把握することは

治療成績の向上や議論を深める上で重要で

ある。今回、近年の開放⾻折の発⽣状況を把

握することを⽬的として愛知県内および名

古屋⼤学整形外科教室の関連病院の賛同を

得られた病院による多施設共同実態調査研

究を⾏った（図18−21）。具体的には固有指

部を除く四肢開放⾻折 32施設（＋α）で後

ろ向きに調査した。開放⾻折は3年間で1149

例、年間390例ほどであった。平均年齢 54.6

歳、男性 791例（平均年齢47.9歳）、⼥性 

358例（平均年齢67.2歳）平均⾝⻑161.9cm 平

均体重60.3kg BMI 22.7であった。65歳以上が

図19 患者の概要 18歳以上65歳未満と 

65歳以上で若年群と高齢群で比較 

 

図18 参加施設の概要 
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4割を占めていた。愛知県は⼈⼝約700万⼈超であり、調査できた医療機関のカバー率を考慮

して愛知県全体として試算してみると、軟部組織⽋損に対しマイクロサージャリーなどの技

術を要するGustilo-ⅢB/ⅢCは約50例/年（14%)ほど発⽣していた。重症例は若年者に多く発

⽣する傾向が⾒られていた。調査結果と発⽣数などを考慮すると図22のように現状の医療体

制からは可能な限りの集約化と⼈材育成が求められると考えられた。 

 

 

 

 

 

考察 

以前からの救急搬送先決定に⾄るプロセスにおいて、“話し⾔葉”のみでなく（静⽌画）映像情

33%

37%

16%
8% 6%

1

2

3A

3B

図21 開放骨折の重症度分類（Gustilo）別発生数 図20 開放骨折の部位と受傷原因 

図22 将来への展望 
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報を共有した⽅が良いとしていたが、今回の結果により静⽌画より動画での情報共有がより、

現在の通信システムにおいての動画映像においても評価可能であることが⽰されていた（⽂

献3）。救急搬送の改善に置いては、今回のようなシステムの普及が望まれる。実際、四肢の

開放⾻折など広範囲な軟部⽋損がある場合には、受傷当⽇に適切な処置の後、数⽇間以内（通

常3⽇／72時間以内）に各種⽪弁などで軟部⽋損を被覆する必要があるとされている（筋⾁を

含む近位レベルの切断は6時間以内、⼿指の切断は約24時間以内に処置が必要とされる）（⽂

献4）。このような外傷の発⽣頻度は⾼くはなく、⽇々の発⽣に対して医療リソースを確保し

ておくことは無駄が多い。ただし、⼀旦発⽣すると、四肢切断と同様に技術を有する医療ス

タッフが必要となり、対応できる医療スタッフ及び医療機関が限られることが問題となる。

⼀⽅、これらの外傷は画像情報である程度判断は可能と考えられ、適切な医療機関への搬送

先決定に関し、動画を⽤いて双⽅向性に情報を共有するシステムを運⽤するのは理にかなっ

ていると考えている。これらの応⽤から、複数の医療機関で情報を共有していることにより、

弾⼒的な患者搬送による適切な医療リソースの活⽤ができると考える。 

今回、必要となる医療リソースを推測するため、愛知県内での開放⾻折の治療に関する実態

調査を⾏った。愛知県の⼈⼝は約700万⼈であり、また⼈⼝集中している都市部と、⼈⼝減少

の進む⼭間部、⼯業と農業がどちらも産業として成⽴している。⽇本全体のモデルとして、

愛知県はある⼀定の⼈⼝を有し、モデル事業には適しており、将来的には本プロジェクトで

得られた愛知県での知⾒をもとに汎⽤性のあるシステムを構築し全国レベルでの社会貢献に
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つながるものと考えられる。実際の開放⾻折の発⽣頻度は、愛知県全体での発⽣状況と仮定

すると、年間約50例の重度四肢外傷（Gustilo3B/3C:切断指除く）が発⽣していると推測され

た。これは重度四肢外傷の頻度や⾻折部位はDOT-Jと同様の傾向であった（3B/3C:17.7%, 最

多：脛⾻⾻幹部 (23.6%),２番⽬：橈⾻遠位端(15.1%))（⽂献2）。おそらく愛知県の数値を全国

にある程度適応して考えることは順当と考えられた。 

頻度は多くはないが重症になればなるほど緊急かつ⾼難易度で複数回⼿術が必要なGustilo 

3B/3Cに対応するには、重度四肢外傷症例の集約化、適切な初期対応の標準化、県や病院の枠

を超えた迅速なネットワーク/コミュニケーションが重要とされる。実際、今回の開放⾻折と

は別の調査で、四肢の切断も年間に同程度の発⽣数があると報告されている（⽂献5）。年間

100例程度マイクロサージャリーを要する症例が発⽣しており、⼀つの症例に複数回⼿術を

要するのが通常であることから考えると⼀⽇⼀例程度は愛知県で重度四肢外傷⼿術が⾏われ

ていると推測される。なお、ヨーロッパでの⼿外科センターの基準は3ヶ⽉間で24例以上の緊

急⼿術うち5例はマイクロサージャリー⼿術、⼿外科医常勤3名以上在籍し、24時間Openして

いて同時に2例⼿術が出来る体制となっている。イタリアは⼈⼝6000万⼈に対しこの基準を

満たす施設が10施設あり⼈⼝600万⼈あたり1施設であり、愛知県の⼈⼝で考えると県内に1

施設＋αということになる。実際には医療システムの異なる⽇本との直接⽐較はふさわしく

ないが、今回の調査からは上記のような基準の医療機関が愛知県に少なくとも⼀つ存在して

いる必要があるとされる。これを⽇本全体で単純に⼈⼝を考慮すると18ほどのセンターとし
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ての医療機関が必要となる。 

実際には、現在の⽇本の医療システムではセンター機能を持つ医療機関の運⽤は難しい現状

にある。複数の医療機関でその役割を分担していくことになる。そのためには医療機関と救

急隊・⾏政と現状の認識について、共有することは重要である。我々はそのことも⾒据えて

シンポジウムを開催してきた。今回で4回⽬の開催であり、また“テレトリアージシステム”運

⽤から10年ということで、今までの振り返りとともに今後の発展について議論を⾏いよりよ

り救急搬送から治療が施⾏できるように連携していくことになっている。そして、現状平時

に発⽣する傷病についての対策を充実させることに主眼をおいているが、医療リソースの活

⽤という点では、災害時などにも対応可能な、ある程度の余裕を持って四肢外傷への対応を

可能とするにはこのような基準の施設がある⼀定数必要と考えられる。 

今後は動画による相互コミュニケーションによるシステムを運⽤し、活⽤することで、外傷

患者の状況などの現場からの映像情報を容易に現場と医療機関が共有できる事が可能となる。

切断肢や開放⾻折などの外傷治療においては、損傷の状態に加え、交通事故の状況であった

り発⽣現場の状況など外傷発⽣時の映像情報から患者の受けた外⼒や必要となる治療が推測

することが可能と考えられる。今回の検討は開放創のあるものを対象としたが、またクラッ

シュ症候群・コンパートメント症候群など開放創のないものでも緊急性のある四肢外傷は存

在する。それらについての重症度判定については映像情報に加え、表⽪温度やエコーなどの

局所の⾎流評価項⽬との関連について総合的な判断が必要となってくる。このようなものに
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対応すべく、患部の映像情報のみでなく⽪膚温度やエコーなどの⾮侵襲的な評価を追加する

ことも、今回社会実装実験を⾏ったシステムでは可能であり、病院到着前に重症度判定の確

⽴が期待できる。その重症度判定がより正確に⾏われることで、オンライン上で現場の各種

情報を⼀⻫に各医療施設が共有することが可能となれば、医療側は重症度判断を⾏うことに

並⾏して、患者搬送の受け⼊れの可否を決定し返答する事が可能となる。複数の医療機関が

対応することにより、救急隊は医療機関からの搬送受⼊れ可否の状況を⼀括して把握できる

ようになり、搬送困難例の減少が⾒込まれる。このことは、治療開始にあたっての時間短縮

が求められる外傷治療の治療成績向上につながるものと期待でき、医療リソース使⽤の適正

化が⾏われることが期待できる。先にも指摘したが、これらの⽅法は⼀旦⼤規模災害が発⽣

したときに重要な情報の共有にも有⽤なものであり、結果として国⺠⽣活の安全確保に寄与

するものと考えられた。 

 

まとめ 

動画アプリケーションを⽤いた救急搬送について四肢外傷をメインに社会実装実験を⾏った。 

電話による⾳声のみの情報伝達・静⽌画による従来の⽅法よりも効率的に救急搬送が⾏われ

る可能性が⾼いことを⽰した。 

愛知県を中⼼とした実際に必要な医療リソースについて調査した。 

今後は医療機関・⾏政・救急隊と情報を共有して進めていくことが重要と考えられる。 
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